
は　し　が　き

消費税は、原則として、すべての財貨・サービスを課税対象とする課
税ベースの広い間接税として平成元年に導入されました。昨年、平成
31 年 4 月をもって導入から 30 年が経過し、今日では我が国の基幹とな
る重要な税として国民生活に定着しています。
この間、様々な改正が行われるとともに、税率は ３％から ５％へ、５％

から ８％への引上げが行われてきましたが、令和元年 10 月から標準税
率が 10％に引き上げられたことに加え、飲食料品の譲渡及び定期購読
契約に基づく新聞の譲渡には ８％の軽減税率が導入されるに至りまし
た。さらに、令和 ５年 10 月には、適格請求書等保存方式、いわゆるイ
ンボイス制度が導入されることも予定されています。
このように、単一税率から複数税率となった消費税は、税収に占める
ウエイトが増加して重要度が増すとともに、事務処理の複雑化や不慣れ
による誤りの増加なども想定されるところであり、ますます注目が集ま
っていくことと思われます。
一方、このように重要度が増すとともに、複数税率に対応する区分経
理など、事務処理が複雑化した消費税については、これまでにない指摘
事項が増加するなど税務調査におけるウエイトも更に高まることが容易
に想像できるところです。
そこで、本書においては、これまでの 30 年を超える消費税の歴史を
踏まえ、様々な観点から読者のニーズにできるだけこたえることができ
るよう、次のとおり大きく①消費税法の基本的な知識、②消費税調査の
概要とその対応チェックポイント、③消費税調査における指摘事例とそ
の対応を体系的に整理して、編さんしています。
第 １章「消費税法の基本的な知識」は、消費税に携わる方に、また、

本書を参考書として活用していただく方に知っておいていただきたい消



費税の基本的な事項をコンパクトに解説したものとなっています。
第 ２章「消費税調査の概要とその対応チェックポイント」は、国税庁
における消費税調査の位置付けや税務調査の進め方に応じた留意事項、
消費税において誤りやすいポイントとチェック事項を分かりやすく紹介
して解説するとともに、本書の特長となっている「誤りやすい消費税固
有の非違チェックリスト」を集録しており、事業者や税理士の方にとっ
て参考になるものと考えています。
第 ３章「消費税調査における指摘事例とその対応」は、本書の中心と
なるパートであり、生じやすい具体的な消費税固有の非違事例を紹介し
ています。指摘事項の内容を具体的に紹介するとともに、的確なアドバ
イスに加えて詳細に掘り下げた解説を行っています。税理士の方にとっ
ても力になるものと考えています。
本書が、消費税の実務に携わる方々に広くご活用いただき、皆様の一
助となれば幸いです。

令和元年 12 月
� 小　林　幸　夫
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2 第 1章　消費税法の基本的な知識

Ⅰ　課税の対象

1　消費税の課税対象取引

消費税の課税対象取引は、次の取引です（法 4①②）。
①　国内取引　事業者が行った資産の譲渡等（特定資産の譲渡等は除
かれます。）及び特定仕入れ（事業として他の者から受けた特定資産の
譲渡等）

②　輸入取引　保税地域から引き取られる外国貨物（輸入取引となる
もの）

したがって、国外で行われた取引や、国内における取引であっても、
事業者以外の者が行った取引は課税の対象にはなりません。なお、輸入
取引については、事業者以外の者（消費者など）が行ったものであって
も課税の対象となります。
また、課税対象取引となるものであっても、一定の取引については非
課税取引や免税取引とされ、消費税が課税されない又は免除されるもの
もあります。
事業者等が行う「各種取引」と消費税の課税対象取引との関係を図示
すると、次のとおりとなります。



3﻿　Ⅰ　課税の対象

＜特定資産の譲渡等＞国外事業者が行う「事業者向け電気通信利用役務の

提供」、「特定役務（演劇等）の提供」をいいます。

＜不課税取引＞国内取引のうち事業者以外の者が行った取引、事業者が行

う取引で資産の譲渡等及び特定仕入れ以外の取引や国外取引などです。

（例）①�　保険金、共済金（保険事故の発生に伴う収入は対価性がない

ため）

　　　 ②　寄附金、祝金、見舞金（対価性がないため）

＜特定仕入れ＞事業として他の者（国外事業者）から受けた特定資産の譲

渡等（事業者向け電気通信利用役務の提供及び特定役務（演劇等）の提

供）をいいます。

Keyword



4 第 1章　消費税法の基本的な知識

2　国内取引の課税要件

国内取引の消費税の課税対象は、国内において事業者が行った資産の
譲渡等（特定資産の譲渡等に該当するものを除きます。）であり（法 4①）、
ここにいう「資産の譲渡等」とは、事業として対価を得て行われる資産
の譲渡及び貸付け並びに役務の提供をいいます（法 2①八）。
したがって、資産の譲渡等の課税対象取引は、次のすべての要件を満
たす取引をいうこととなります。
①　国内において行う取引（国内取引）であること
②　事業者が事業として行うものであること
③　対価を得て行うものであること
④　資産の譲渡、貸付け及び役務の提供であること
⑤　特定資産の譲渡等に該当しないこと

⑴　国内において行う取引（国内取引）であること
消費税は、国内において行う取引に対して課税されますから、その取
引が国内で行われた取引か国外で行われた取引かの判定（内外判定）を
行う必要があります。
資産の譲渡等の内外判定の基準は、次のとおりです（法 4③、令 6）。
イ　資産の譲渡又は資産の貸付けの場合
原則として、資産の譲渡又は資産の貸付けが行われる時におい
て、その資産が所在していた場所が国内であれば、国内取引になり
ます。
なお、次の資産については、それぞれ判定基準となる場所が国内
であれば国内取引となります。
【その他参考通達】基通 5-7-2 ～ 5-7-12、5-7-14



5﻿　Ⅰ　課税の対象

資産の譲渡又は貸付けについての内外判定基準（法 4③一、令 6①）
譲渡等の資産の内容 判定基準となる場所

原則 資産の譲渡又は貸付けが行われる時において、そ
の資産の所在していた場所

船舶、航空機 ・�登録をした機関の所在地（ただし、居住者が行
う日本船舶（国内において登録を受けた船舶）
以外の船舶の貸付け及び非居住者が行う日本船
舶の譲渡又は貸付けにあっては、その譲渡又は
貸付けを行う者の住所地）
・�登録を受けていない場合には、譲渡又は貸付け
を行う者の譲渡又は貸付けに係る事務所等の所
在地

鉱業権等 鉱業権の鉱区等の所在地
特許権、実用新案権、意
匠権、商標権等

・権利の登録をした機関の所在地
・�同一の権利を二以上の国において登録している
場合には、譲渡又は貸付けを行う者の住所地

公共施設等運営権 公共施設等運営権に係る民間資金等の活用による
公共施設等の整備等の促進に関する法律に規定す
る公共施設等の所在地

著作権、ノウハウ等 譲渡又は貸付けを行う者の住所地
営業権、漁業権、入漁権 権利に係る事業を行う者の住所地
有価証券（券面のあるも
の）

有価証券が所在していた場所

有価証券（券面のないも
の）

振替機関等において取り扱われるものは、振替機
関等の所在地（それ以外のものは、その有価証券
等に係る法人の本店又は主たる事務所等の所在地）

登録国債等 登録をした機関の所在地
合名会社等の出資者持分 持分に係る法人の本店又は主たる事務所の所在地
貸付金等の金銭債権 債権者の譲渡に係る事務所等の所在地
ゴルフ場利用株式等 ゴルフ場等施設の所在地
上記以外の資産で所在場
所が明らかでないもの

譲渡又は貸付けを行う者の譲渡又は貸付けに係る
事務所等の所在地

（注）1　住所地とは、住所又は本店若しくは主たる事務所の所在地をいいます。

　　 2　事務所等とは、事務所、事業所その他これらに準ずるものをいいます。
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